
●業務協力協定に基づく協調・連携

●業務協力の推進活動

協調融資の提携商品の融資実績、協調・連携の充実

シンポジウム、人材交流参加機関数
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9
民間金融機関の参入支援

系統金融機関との連携強化、
地銀・信金等との業務協力の推進施策

総 合 評 価

Ｂ（2.0点）

★ ★ ★ ★ ★

　業界動向やリスク評価等に関する情報提供および人材交流を

通じ、民間金融機関が自らリスクを取りつつ積極的に農業等の

融資に参入できる環境を整備していきます。
業務協力を進め、民間金融機関が農
林漁業金融へ参入できる環境を整
備。

評価

パートナーシップの確立●業務協力の推進

業務協力金融機関の協調融資の実績

業務協力の締結

民間資金

認定農業者向け融資（スーパーＬ資金）

【件数】

17年度 18年度

計906件
242億円計737件

231億円

民間資金

食品産業向け融資

【件数】

17年度 18年度

計222件
456億円

計295件
786億円

100

50

0

　平成16年4月の鹿児島銀行を皮切りに、民間金融
機関と業務協力に関する覚書を締結し、農林漁業金
融への参入を支援する取組を行っています。

150

150

0

200

業務協力金融機関（平成20年3月末現在）
　農林中央金庫 1
　信用農業協同組合連合会 35
　銀行 82
　信用金庫 67
　信用組合 4
　ファイナンス会社 8
　合計 197

計3455件
671億円

19年度

100

※公庫資金と民間資金の合計 ※公庫資金と民間資金の合計

{※ {※

19年度

★★★★★  2.0点

★★★★★  2.0点

19年度の取組結果と評価

16年度末 17年度末 18年度末

51機関

145機関

178機関

88件
40億円60件

49億円
120件
234億円

132件
353億円

業績評価指標

19年度末

197機関
200

150

100

50

0

105件
95億円

計194件
440億円

85件
166億円
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●業界レポートの発行

●スコアリングサービスの提供

レポートの充実度と満足度

農業版スコアリングサービスの開発

10
民間金融機関の参入支援

　民間金融機関が積極的に農林漁業分野に
　参入できるよう融資ノウハウの提供施策

総 合 評 価

A（4.0点）

★ ★ ★ ★ ★

＜業界レポート等の情報発信＞業務協力金融機関に対し、金融機
関の目線で農業融資に役立つ業界レポート等を提供しています。
＜農業信用リスクデータベース（CRD）＞リスクデータの共有化
とそれを活用して構築するスコアリングモデルの提供を行うた
め、農業信用リスクデータベースの具体的な内容を検討していき
ます。

業界レポートの内容充実、スコアリング
サービスの提供により、民間金融機関の
農林漁業金融への参入を積極的に支援。

評価

　農林漁業29業種の業界動向、経営動向、業界概要
等をとりまとめた「業種別便覧」に加えて、新た
に、最近の飼料情勢、畜産疾病に対する対策、原油
高騰が農業に与える影響と対策などをとりまとめた

　農業版スコアリングサービスは、民間金融機関が
農業融資に積極的に参入できる環境整備のため、公
庫が開発した農業版スコアリングモデル（※）を活
用して計算した個別の農業経営体の信用力の評価結
果を、インターネットを通じて提供するものです。
（※農業経営の特性を考慮し、財務データだけでは

サービスご利用の金融機関数（平成20年7月末現在）
・銀行56、信用金庫38、信用組合3、系統金融機関373、ファイナンス会社等6

パートナーシップの確立●融資ノウハウの提供

●スコアリングサービス利用機関数の推移

「AFC調査レポート」を業務協力金融機関へ提供
し、民間金融機関の農林漁業金融への参入を支援し
ています。

なく、営農類型別の特性や農業者の生産規模・生産
量・定性的情報を加味した農業者向けスコアリング
モデル）
　業務協力金融機関をはじめとした民間金融機関の
関心が高く、平成20年7月末時点で476の金融機関が
当サービスの会員となり、目標を達成しました。

業績評価指標

★★★★★ 5.0点

★★★★★ 3.0点

19年度の取組結果と評価

業界レポートの発行

スコアリングサービスの提供

ファイナンス会社等

系統金融機関

信用金庫
・信用組合

銀行

17年度末 18年度末

500

450

400

350

300

250

200

150

100

50

0

スコアリングサービス利用画面
19年7月末

287機関

434機関 443機関
476機関

20年7月末


